
幼保連携型認定こども園に、理学療法士などの専門職を配置する特例について

① 国基準の改正の趣旨

・保育所等では、障害のある子供や、医療的ケアが必要な子供の
受け入れが増えています。

・障害の有無にかかわらず、できる限り同じ環境で過ごして、共に
育ち合うことができるよう、多様なニーズを抱えた子供の受入れを進
めるとともに、ニーズに応じた専門的な支援の充実が必要です。

・理学療法士・作業療法士・言語聴覚士・心理職などを活用し、
専門的な支援を行えるようにします。

② 特例の内容（令和８年４月１日から）

・理学療法士等を、１人に限り、保育教諭とみなすことができます。

（保育教諭は、保育士資格と幼稚園教諭免許状の両方を有している方）

・理学療法士等は、教育課程に基づく教育には従事できません。

（補助者としてであれば、従事できます）

・理学療法士等が保育を行うときは、園の保育教諭がサポートできる
体制が必要です。

③ 「理学療法士等」の範囲

次の２つの両方に当てはまる人です。

【資格】

理学療法士／作業療法士／言語聴覚士／心理担当職員／

障害児の療育指導の経験が５年以上ある人

【子育ての知識・経験】

保育所等で３年以上勤務、または子育て支援員研修を修了

※保育所等には、一時預かりや障害児通所支援なども含みます。

④ 東京都の対応

・国の改正に合わせて、都の規則を改正します。

（東京都幼保連携型認定こども園の学級編成・職員などの基準に関する条例
   施行規則）

・令和８年４月１日から、都の規則が改正されるまでの間は、
国の基準を、都の基準とみなします。

（幼保連携型認定こども園は、幼稚園的機能と保育所的機能の両方をあわせ持つ施設）

理学療法士 ・・・ 身体に障害のある方に対し、主として基本的動作能力（座る、立つ、歩く等）の回復を図るため、
治療体操等の運動療法や、マッサージ、温熱等の物理療法等を行う専門職

作業療法士 ・・・ 身体又は精神に障害のある方に対し、主として応用的動作能力（食事、着替え等）や社会的適応能力の回復を図るため、
生活の中での作業や動作等を用いて訓練等を行う専門職

言語聴覚士 ・・・ 聴覚障害、ことばの発達の遅れ、声や発音の障害等のある方に対し、言語訓練、検査、助言、指導等を行う専門職

心理担当職員 ・・・ 大学や大学院において、心理学を専修する学科、研究科などを修めて卒業し、個人及び集団心理療法の技術を有する者

（デザイン・イラストは生成ＡＩにより作成）
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